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第１ 策定の趣旨 
京都府では、人権という普遍的文化を構築することを目標に、人権教育及び人権啓

発の推進に関する法律（平成１２年法律第１４７号）に基づく施策として「京都府人

権教育・啓発推進計画（第２次）（以下、「第２次推進計画」という。）」を策定し

ている。 

人権に関する法律における地方公共団体の責務も踏まえるとともに、同計画に基づ

き、平成３０年度の人権教育・啓発の取組を推進する上での重点事項を明らかにする

ため、この実施方針を定める。 

 

第２ 平成２９年度における人権をめぐる状況 
国内外における制度規範等の動きとして、国連においては、総会で１３年連続１３

回目となる北朝鮮人権状況決議が採択された。同決議では、拉致問題を含む北朝鮮の

組織的かつ広範で深刻な人権侵害を非難し、北朝鮮に対し、その終結を強く要求して

いる。 

国内においては、下表のとおり、多くの人権に関わる法律が成立または施行されて

いる。 

 

＜平成２９年度に成立・施行された法律＞ 

法律の名称 主な内容 備 考 

改正児童福祉法 児童虐待対策の強化 4/1施行 
（公布H28.6.3、 

一部施行H28.6.3、

10.1） 

改正住宅セーフティネット

法 

住宅確保要配慮者入居円滑化措置

等、住宅セーフティネット機能の

強化 

4/26公布、 

10/25施行 

改正福島復興再生特別措置

法 

避難している子どもに対するいじ

め防止への取組を明記 

5/19公布・施行 

改正ホームレス自立支援法 法期限の 10年延長 6/21公布・施行 

児童福祉法及び児童虐待防

止法の一部を改正する法律 

児童等保護への司法関与強化 6/21公布 
（H30.4.2施行） 

改正刑法 強姦罪の構成要件及び法定刑の見

直し等 

6/23公布、 

7/13施行 

改正青少年インターネット

環境整備法 

フィルタリングの利用促進のため

の措置 

6/23公布、 

2/1施行 

外国人の技能実習の適正な

実施及び技能実習生の保護

に関する法律 

外国人の技能実習の適正な実施及

び技能実習生の保護（技能実習生

に対する人権侵害行為等の禁止） 

11/1施行 
（公布H28.11.28） 

 

国内の人権をめぐる状況をみると、学校でのいじめ・体罰の問題、社会的に弱い立

場にある子ども、女性、高齢者、障害のある人が被害者となる暴行・虐待等の事件、

インターネットを悪用した人権侵害、自殺の問題、子どもの貧困、認知症高齢者等の

問題、長時間労働や過労死、様々なハラスメント、メンタルへルスなど働き方や労働

環境に関わる問題、LGBT（性的少数者）の人々の抱える生きづらさ等、様々な課題が

顕在化しており、あらためて、一人ひとりの尊厳と人権の大切さについて、社会全体
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で共有していくことが強く求められている。 

こうした中、個別の人権問題に関しては、平成２９年３月に「いじめ防止等のため

の基本的な方針」が改定され、また、「いじめの重大事態の調査に関するガイドライ

ン」が策定された。７月には、自殺総合対策大綱が見直され、子ども・若者の自殺対

策、勤務問題による自殺対策の更なる推進などが新たに盛り込まれた。 

また、３月に決定された「働き方改革実行計画」では、働く人一人ひとりが、より

良い将来の展望を持ち得るようにするための取組の方向性が示された。 

 

京都府では、こうした状況も踏まえながら、「明日の京都」で人権尊重の重要性を

すべての施策の基本に位置付け、人が大切にされるために、つながり、支え合う、人

にやさしい社会の実現に向けて、第２次推進計画に基づき、関係機関や関係団体等と

も連携し、人権問題の解決に向けた施策を推進している。特に、平成２９年度は、「共

生社会の実現」を府政推進の重要課題として施策を推進してきた。 

具体的には、「言語としての手話の普及を進めるとともに聞こえに障害のある人と

ない人とが支え合う社会づくり条例」の制定、「京都府公の施設等におけるヘイトス

ピーチ防止のための使用手続に関するガイドライン」の策定、京都弁護士会との連携

による「差別などの人権侵害に関する特設法律相談」の開始などが挙げられる。 

また、関係機関と連携し、「性的指向と性自認の理解促進等に関する研究会」を設

置して取組の検討を進めるとともに、性の多様性をテーマとした人権フォーラムを開

催したところである。 

府民等への啓発の取組としては、新聞、ラジオ番組等の広報媒体や府政広報誌「府

民だより」を通じて、さまざまな人権問題についての情報を府民に提供するとともに、

「京都ヒューマンフェスタ」の開催をはじめ、各種イベントへの参画やＳＮＳによる

情報発信などを人権問題に取り組むＮＰＯとの協働により推進し、府民が人権問題を

「自分のこと」として捉え、主体的な行動につなげる機会とした。さらに、京都府人

権啓発イメージソングを活用することにより、多くの府民が人権について考えるきっ

かけを得られるよう様々な機会での活用を図っている。 

また、平成２８年１２月に施行された部落差別解消法を踏まえ、同和問題（部落差

別）をテーマにした府民だよりの特集記事の掲載、人権フォーラムの開催、啓発冊子

の作成など、法の周知・啓発に取り組んだところである。 

 

 

第３ 平成３０年度実施方針 
京都府では、「一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、だれもが自分らしく生きるこ

とができる社会」の実現に向けて、人権という普遍的文化を構築するため、一人ひと

りがお互いの個性や価値観の違いを認め、支え合い、だれもがいきいきと地域で生活

できる「共生社会」を実現するための施策を推進している。そうした視点から、引き

続き、学校や地域社会といった現場の状況とともに、差別を助長・拡散させる書込み

等が見られるインターネットの状況についてもしっかりと踏まえ、あらゆる場を通じ

た人権教育・啓発や、人権に特に関係する職業従事者に対する研修等の施策を、国や

市町村などの関係機関や、ＮＰＯ等民間団体と連携を図って推進する。 

今年度は、世界人権宣言が国連総会で採択されて 70 年という節目の年である。近

年、障害者差別解消法、ヘイトスピーチ解消法、部落差別解消法など、個別の人権問

題に関する法整備が進んできてはいるものの、LGBT の人々が SOGI（性的指向と性自

認）を理由に生活の中で抱える困難や生きづらさを解消していくための教育・啓発や、
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ヘイトスピーチ解消法や部落差別解消法の周知、これらの法律に基づく相談体制の充

実、教育・啓発等といった施策に引き続き取り組む必要がある。 

今日、少子高齢化や情報化、国際化が進み、家族の形態も含め社会の多様化が進展

する中で、地域の力が低下していることや、様々な格差の問題、孤立社会といわれる

無関心時代の到来も指摘されている。そうした中で、ヘイトスピーチや障害のある人

の殺傷事件に見られるような、他人を排斥する風潮も懸念されるところである。改め

て、世界人権宣言の理念や、人権を尊重することの大切さについて発信していくこと

が必要であり、また、社会的弱者の人権を尊重することが、社会の、ひいては自分の

人権の尊重にもつながるといった関わりから、一人ひとりが自分の問題として認識し

ていけるような教育・啓発の創意工夫が必要である。 

こうした認識に立って、多様化・複雑化する人権問題への対応とともに、さらなる

人権意識の向上に向け、これまで人権研修を受ける機会が少なかった人も含めた、効

果的な人権教育・啓発を推進する。 

 

 

１ 各人権問題に係る取組 
 

○同和問題 
 ・ 部落差別解消法の理念を踏まえ、同和問題に対する正しい理解と認識を深める

ことによって差別意識や偏見を解消することができるよう、今一度、学校、家庭、

地域社会等における人権教育・啓発の充実や、住民相互の交流を通じた地域づく

りを推進するとともに、国や市町村とも連携を図って相談体制を充実 

・ 隣保館が福祉の向上や人権教育・啓発の住民交流の拠点として頼られ、活用さ

れるよう、市町村と連携して相談機能の充実を図るとともに、各地域のニーズを

的確に把握して取組を推進 

 

○女 性 
・ 働きたい女性のニーズに応じた就業・保育支援、経済団体等と連携した｢輝く

女性応援京都会議｣のもとでの積極的な人材育成や登用、｢働き方改革｣の推進、

女性リーダーの育成等、地域で女性が活躍できる環境整備を推進 

・ ＤＶ、ストーカー、性暴力等、女性に対するあらゆる暴力の根絶に向けた取組、

適切な被害者支援を実施 

・ 企業の管理職等への研修などを通したハラスメント防止、相談や被害者支援を

推進 

 

○子ども 
・ 虐待の未然防止、被虐待児童の保護、心理的ケア等、子どもが安心・安全に暮

らすための取組を推進 

・ いじめ、暴力行為、児童ポルノ等について、未然防止及び支援・相談・指導体

制を強化するとともに、学校・家庭・地域社会・関係機関が連携して取組を推進。

また、不登校の子ども一人ひとりの多様な課題に対応した切れ目のない組織的な

支援の推進 

・ 学校と福祉関係機関等が連携・協働し、「京都府子どもの貧困対策推進計画」

に基づく総合的な取組を推進 

・ 子どもが保護の対象であると同時に権利行使の主体であるという視点に立った
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啓発を推進 

 

○高齢者 
・ 医療、介護、介護予防、住まい及び日常生活の支援が一体的に提供される「地

域包括ケアシステム」を一層推進 

・ 虐待を受けた高齢者の保護、判断能力が不十分な高齢者の権利擁護及び擁護者

支援 

・ 家族介護者への支援や介護負担の軽減等の取組を推進 

・ 雇用・就業機会の確保など、意欲や経験・能力を持った高齢者の社会参加を支

援 

・ 京都府福祉のまちづくり条例に基づく社会環境整備や相談対応、啓発の推進 

 

○障害のある人 
・ 障害のある人が社会・経済・文化の各分野で平等に参加、活動できる社会を実

現するため、社会的障壁の除去のための合理的な配慮の実践、雇用及び就労の促

進、文化芸術・スポーツの振興等を推進 

・ 虐待を受けた人の保護・自立支援、養護者・家族介護者への支援、介護負担軽

減等の取組を推進 

・ 障害及び障害のある人に対する理解の促進、ふれあいや交流の場づくり、住宅

の確保に向けた取組等、「共生社会」の一員として、障害のある人の社会参加に

向けた取組を推進 

・ 京都府福祉のまちづくり条例に基づく社会環境整備や相談対応、啓発の推進 

 

○外国人 
・ ヘイトスピーチ解消法の理念を踏まえ、多文化共生社会の実現に向け、特に、

人を排斥し、誹謗中傷するような行為は許されないという人権意識や、外国籍府

民等への正しい理解と認識の浸透を図るため、学校、家庭、地域社会等における

人権教育・啓発を推進するとともに、国や市町村とも連携を図って相談体制を充

実 

・ 各種懇談会への参加等、地域づくりに係る取組への外国籍府民等の参画等を促

進 

・ （公財）京都府国際センターと関係機関の連携による災害時支援体制の構築を

推進 

・ 学校において、外国籍児童生徒の個々の状況に応じた指導や支援等を実施 

 

○ハンセン病・感染症・難病患者等 
・ 患者が適切な医療を受けられるよう、療養環境の整備や、公的な相談体制の整

備等を通じた医療機関等との信頼関係の構築や回復を図るための取組を推進 

・ ハンセン病問題基本法に基づき、偏見や差別を一刻も早く解消するための啓発

を推進 

・ ＨＩＶ感染者に対する偏見や差別の解消や、不当な扱いを受けないための啓発

を推進 

・ 難病に対する誤解や偏見から生じる人権侵害を防止するための正しい知識の普

及・啓発を推進 

 



- 5 - 

○犯罪被害者等 
・ 犯罪等発生直後の直接支援、精神的被害の軽減や早期回復支援等の初期的支援

の充実 

・ 国の第３次犯罪被害者等基本計画を踏まえながら、「京都府犯罪被害者支援連

絡協議会」による途切れのない被害者支援活動や、京都府犯罪被害者サポート

チームによる総合的な支援を実施 

・ 民間支援団体への支援や連携の推進 

・ 各種支援制度の周知、府民理解の促進 

 

○さまざまな人権問題 
・ ホームレスが自立した生活ができるよう、法に基づく自立支援等に関する施策

を総合的に推進 

・ LGBT の人々が SOGI（性的指向と性自認）を理由に生活の中で抱える困難や生

きづらさへの理解と認識を広げるための教育・啓発等の推進及び児童生徒に対す

るきめ細かな対応の実施 

・ 刑を終えて出所した人が社会復帰できるよう啓発等を推進 

・ アイヌの人々、婚外子、識字問題に対する啓発等を推進 

・ 北朝鮮当局による拉致問題への府民の関心と認識を深めるための啓発等を推進 

 

○社会情勢の変化等により顕在化している人権にかかわる課題 
・ 情報モラルとメディアリテラシーの向上、個人の名誉等の人権に関する正しい

理解と認識を広め、府民が安心してインターネットを利用できるよう教育・啓発

を推進。人権を侵害する悪質な情報の流布・発信等に対しては、関係機関と連携

して、国などに対する当該情報等の削除や必要な対応を求める要請など個別に対

応 

・ 京都府個人情報保護条例の適正な運用による個人の権利利益の保護とともに、

マイナンバー制度運用に当たっての厳格な取扱の実施。また、センシティブ情報

を含む個人のプライバシーや情報の収集・発信における責任・モラルについて教

育・啓発を推進 

・ 身元調査の問題に対する啓発を推進。また、「事前登録型本人通知制度」の普

及に向けた市町村への支援 

・ 仕事と生活の調和（ワ―ク・ライフ・バランス）の実現に向けた働き方の見直

しや育児・介護との両立支援、働きやすい職場環境の推進 

・ 職場でのハラスメント防止のための意識啓発、職場環境の改善に向けた支援 

・ 長時間・過重労働など違法な働き方を強いる企業に対するコンプライアンスの

徹底、労働教育の充実と労働関係法の周知・啓発 

・ 京都府自殺対策に関する条例に基づく総合的な自殺対策の推進 

・ ゲートキーパーなどの人材の確保・養成、府民の理解促進、自殺予防の取組の

推進、相談・支援体制の充実、自殺未遂者や自殺者の親族等に対する適切な支援

の実施 

 

 

２ 人権教育・啓発に係る取組 
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○あらゆる場を通じた人権教育・啓発の推進 
(1) 保育所・幼稚園・認定こども園 
・ 家庭や地域と連携して、乳幼児が健全な心身の発達を図り、人権尊重の精神の

芽生えをはぐくむことができるよう、保育・教育活動を推進 

・ 研修を通した職員の認識の深化、指導力の向上 

 

(2) 学校 
・ 児童生徒の実態を的確に把握して、基礎学力の定着と希望進路の実現を図り、

一人ひとりを大切にした教育を推進 

・ 教職員がスクールカウンセラーやまなび・生活アドバイザー等と協働し、子ど

もの人権を巡る実態に適切に対応 

・ 時代の変化に的確に対応した教材を作成し、さまざまな人権問題に対する児童

生徒の理解と認識を深めるとともに、小学校・中学校・高等学校を見通した体系

的な人権学習を充実 

・ 学校での研究実践成果の波及、優れた実践の学校間での共有 

・ 児童生徒が主体的に活動する機会や、自己有用感を高めるための多様な体験活

動の充実 

・ いじめの未然防止・早期発見・早期対応、体罰根絶に向けた取組により、人権

尊重の精神に立った学校づくりを推進 

 

(3) 地域社会 
・ 公民館、隣保館等を拠点とした多様な学習機会の提供を支援 

・ 社会教育関係指導者の資質向上を図る研修の充実 

・ 生涯学習の視点に立った人権学習の充実のための視聴覚ライブラリーや参加型

学習を取り入れた学習資料の活用 

・ 学校教育と連携した多様な体験活動の機会の充実 

 

(4) 家庭 
・ 社会教育関係職員等への研修等による資質向上 

・ 保護者自身が学ぶための学習機会の充実・情報の提供、交流・相談できるネッ

トワークづくりによる家庭教育の支援 

・ 家庭支援総合センターや児童相談所等の専門性を生かした学校や市町村等との

連携の強化による相談活動機能の充実 

 

(5) 企業・職場 
・ 人権が尊重される企業づくりや就労環境の整備、個人情報の適正な管理、人権

に配慮した企業活動など、企業の社会的責任を果たす取組が推進されるよう人権

教育・啓発を充実 

・ 企業・職場での人権侵害防止、能力・適性のみを基準とした公正な選考採用の

徹底、企業内人権啓発推進員の設置促進、企業・職場における人権意識高揚の取

組を支援 

 

○人権に特に関係する職業従事者に対する研修等の推進 
(1) 教職員・社会教育関係職員 
〔教職員〕 
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・ 各学校や京都府総合教育センター等における研修、教職員の主体的な研修など

を通じた、人権意識の高揚、指導力の向上 

・ いじめの未然防止・早期発見・早期対応や体罰根絶のための認識の深化、組織

的に教育活動に取り組む意識の醸成 

・ まなび・生活アドバイザー等の専門家との協働等による教職員の資質向上 

・ 私立学校や大学等の教職員に対し、同和問題をはじめとする人権についてのさ

らなる意識高揚の要請や、人権教育などの研修等の実施 

〔社会教育関係職員〕 

・ 地域社会における人権教育に関する認識の深化と、専門性を備えた指導者とし

て資質向上を図るための研修等の実施 

 

(2) 医療関係者 
・ 医療従事者を養成する学校等や医療関係団体に対し、人権教育・啓発の充実の

指導・要請 

・ 京都府医療安全支援センターによる人権に配慮した対応の指導等の実施 

 

(3) 保健福祉関係者 
・ 施設等での虐待事案の状況等も踏まえた人権研修の実施。また、市町村や関係

団体等における人権研修の充実を支援 

・ 保健福祉関係職員を育成する学校等や研修機関に対する人権教育・研修の充実

の働きかけの実施 

 

(4) 消防職員 
・ 府立消防学校の課程における人権に関する講義を通じた正しい知識の修得 

・ 被災者や患者の人権尊重、プライバシーの保護等、人権意識高揚に向けた教育

の充実 

 

(5) 警察職員 
・ 職場や警察学校における各種教養などの機会に人権意識を高めるための教育を

充実 

・ 被疑者、被留置者、被害者等の人権への配意に重点をおいた教育訓練の充実 

 

(6) 公務員 
〔府職員〕 

・ 第２次推進計画を踏まえた人権尊重に配慮した諸施策が実施されるよう、職務

に応じた人権研修を推進するとともに、職場研修や自己啓発を支援 

〔市町村職員〕 

・ 指導者養成研修会等の実施、各種情報提供等により、人権意識の高揚を支援 

 

(7) メディア関係者等 
・ 府民に対して人権尊重の働きかけを積極的に行うよう、メディア関係者や情報

発信者への要請に努め、常に人権に配慮した報道や情報発信等が行われるよう促

す 
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○指導者の養成 
・ 指導者養成の研修を創意工夫し、また、継続的な情報提供等によりその活動を

支援 

 

○人権教育・啓発資料等の整備 
・ 専門的な研究や、実践的な学習活動の成果を踏まえ、対象者の発達の段階や習

熟度に応じた効果的な学習教材・啓発資料等を開発 

 

○効果的な手法による人権教育・啓発の実施 
・ 幼児から高齢者まで、生涯学習の視点に立ち、対象者に合わせた教育・啓発の

実施 

・ 発達の段階や地域の実情等に応じて学校教育と社会教育が連携 

・ 人権強調月間(８月)、人権週間(１２月)の取組等による社会的気運の醸成 

・ 身近なテーマ設定や幅広い層が主体的に参加できるコンクール等、手法を工夫

した人権啓発の実施 

・ 人権啓発イメージソングの活用を通じて、多くの府民が人権について考える

きっかけづくりを推進 

 

○調査・研究成果の活用 
・ （公財）世界人権問題研究センター等による最新の調査・研究成果を活用し、

質の高い、最新の知識の普及 

・ 人権尊重の理念を現実社会で実践していくための方法論等の研究が推進される

よう研究機関に要請 

 

○相談機関相互の連携・充実 
・ 府民が身近に相談でき、迅速・的確な対応から救済につながるよう、様々な相

談機関等によるネットワークを強化し、連携強化や情報交換、相談機能の向上等

を目的とした研修等を充実 

・ 実際に発生している人権問題の状況に応じた人権教育・啓発を推進 

・ 様々なメディアを活用した相談機関等の一層の周知 
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